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一方、この「福祉国家」的観念は、近時、様々な点で批判の対象とされ続けている。ノ
昭四八・四・二五刑集二七巻四号五四七頁、五九を共有してきたかのようにみえる。 
Ol
でも最高裁判決 おいてしばしば言及され(最大判昭五七・七・七民集三六巻七号二一三五頁、
一二三八頁、最大判
五九一頁〔田中二郎裁判官ほかの意見〕)、学説もまた、この観念
見地から、すべての国民にいわゆる生存権を保障し、その一環として、国民の勤労権を保障する等、経済的劣位に立つ者に対する適切な保護政策を要請していることは明らかである」。最高裁判所は、いわゆる小売商業調整特別措置法違反被告事件(最大判昭四七・一一・二二刑集二六巻九号五八六頁)でこのように述べ、わが国憲法が「福祉国家的理想」に依拠することを闇明したのは、よく知られている。この「福祉国家」的観念は、本件以外「憲法は、全体として、福祉国家的理想のもとに、社会経済の均衡のとれた調和的発展を企図しており、その
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l
〈論 説〉 
以下ではまず、「福祉国家」の軌跡と合衆国憲法の展開を、連邦最高裁判例の動向を軸に概観し(IE)、次
Z O N E C
はかつて、「福祉国家」に典型な再配分施策について、「労働による稼得への課税は、強制労働と同義で
ある」、と述べたが、「福祉サービスの提供者としての国家は、人々の自由量や所得量を管理する国家ではないか、また、市場に介入する国家は人々の自由に干渉する国家ではないか」、と 問いは、「現代国家のパラドックス」を鋭利に指摘している。こうして、「福祉国家」と憲法の交錯は、憲法学にとって追究すべき課題の一つということができる。本稿はもとより、「福祉国家」の原理的正当性を包括的に論ずる余裕はない。が、こうした議論状況をふまえると、少なくとも、「福祉国家」 形成・発展が、憲法構造の理解にどのように影響を与え、その展開を促してきたかについ 、あら めて検討する作業は求められよう。
ここではこうした見地から、
アメリカ合衆国憲法下の「福祉国家」の展開について、連邦最高裁判例の動向を
中心に概観し、もっ 「福祉国家」形成の動態と憲法構造 相互作用を検討することとしたい。そもそも合衆国憲法については、例えば人工妊娠中絶等と った現代的課題について、これ を「二百余有年にわたって続く憲法により解決しようとする姿勢に、新しい国アメリカにおける立憲主義 古き伝統と、その普遍性への信念を垣間みることができよう」、と指摘され 。本稿が合衆国憲法を素材とする理 は、社会権規定を欠く憲法典のもとで、「福祉国家」
の形成という現代的課題をめぐって、憲法法理が動態的に形成され、ここにおいて、「福祉国
家」 憲法の相克ともいうべき状況が顕著とな と思われることによるものである。そして、そ 軌跡を追うことは、近代国家としてわが国が歴史に登場して以降、「理念型 しての秩序 はわが おいては存在することがな」く、「むしろ、行政は当初から経済・社会・文化の多方面において 規制的活動のみならず 給付的活動を行ってきた」、とされる の状況を考 るう でも 示唆に富む うに思われる。
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いで、こうした展開をめぐる学説の評価をみたうえで(町)、わが国への若干の示唆を考えたい。なお、「福祉国家」には様々な定義がありうるが、ここでは、さるアメリカの学説の述べるところに従い、法令による規制を通
RErgEq
じた行政作用を特徴とする「規制国家(円高己巳。ミ 
」的側面と、資源の再分配について積極的な役割を果
たそうとする(狭義の)「福祉国家富良向。 
」的側面という、複合的な国家現象をさしあたり念頭におき、
後者の側面に重きをおきつつ、検討したい。
「福祉国家」
の成立と合衆国憲法
先にふれたように、そして周知のように、合衆国憲法には社会権規定がなく、連邦憲法の次元で、「福祉国
家」のあり方について直接規律する規定は存しない。しかしながら、一九三五年に連邦レベル 社会保障法∞( 
〉♀)が制定されるなど、ニュ 
ディ 
ル期に「福祉国家」的施策が顕著に展開されはじめ、こ
O l
れらをめぐる様々な憲法問題が提起されてきた。
ω g g )
「福祉国家」成立期の状況
l
ω g g )
l
社会保障法は、フランクリン・ 
D
・ ロ  
ズヴェルト 
( F S E E
ロ ・ 同  
8 8 5 1 )
大統領によるニュ 
ディ 
1
ル政策
実施の一環であったが、当時 政策担当者の間では、社会保障法のような連邦政府による広範な社会規制プログラムは、連邦最高裁が違憲とす ではないか、との懸念があったといわれる というのも、連邦最高裁は、社会保障法制定以前の一九世紀後半から二 
世紀初頭に、連邦議会の権限を狭く解し、議会による社会経済規制へ
l
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M の試みを違憲とし、また、
ニ ュ  
ディ 
ル立法の一部も違憲とするなお、当時の連邦最高裁は、連邦政府による
l )
社会経済政策の展開に対して、消極的な憲法論を展開していたからである。
ローズヴェルト大統領によるいわゆ
る裁判所抱込み案(わ
223
兵百四一宮山口)をめぐる政治的対立などをへて、連邦最高裁は、これらの領域において
R E S h c - ESE-o
大幅な方針転換を見せるこ となるが 社会保障法は、こうした当時の憲法状況を背景として制定されたもので
2 
あった。
実際、当時の学説も、社会保障法について次の憲法問題を検討していた。すなわち、社会保障法上財源として
B0585
事業主と労働者に賦課される租税と合衆国害
ω法一条八節(関税等につき合衆国を通じて均一でなければならないとす
- E i ω
る要件)との関係や、租税賦課にかかる区別と適正手続条項(修正第五条)との適否などのほか、社会保障法上
I
の失業補償 
吋 
宮 口  
g
昨日。ロ)制度にかかる課税賦課が実質的には規制としてなされ、失業補償法の
制定を州に強制するものであって、したがって修正第一 
条により州に排他的に属する規制権限(ポリス・パ
l
ワ 
に対する介入である、といった点、そして、老齢給付(。 
認 。  
出芝にかかる規定について、この給
付が高齢者に直接支給されることから、連邦財源 連邦目的外で支出することが連邦議会の支出権限(∞宮
よぎ
2
〔合衆国憲法一条八節一項〕)上問題はないか、などがそれである。 

具体的事例
O
( 1 )  
失業補償プログラムの合憲性
E
これらの点が具体的に争われた事件として、まず、失業補償プログラムにかかる諸規定の合 性が争われた、
∞宮者向己冨 
〈 
事件(一九三七年)をあげることができが
)O
この失業補償プログラムは、失業補
Z5
EEm 
60 

憲法と「福祉国家」の形成
償財源として連邦法により一定数の被用者を擁する事業主に課税される一方、当該事業主が、連邦法の要件を満たした州の失業補償基金 拠出したときは、連邦法による課税の一定割合が控除されるという仕組みを導入し、
O
州に自主的な失業補償プログラム実施のインセンティヴを与え、これを全国的に展開しよう するものであった。
この事件では、事業主に対する課税規定と、連邦政府により集中管理された財源を州に支出する規定の合憲性
などがそれぞれ争われたが、連邦最高裁は、これらがいずれも違憲でないと判示した。この失業補償プログラムが採用した、課税と控除(仲良包仏日包件)システムは、州に対 強制 
をもたらし、合衆国憲法修正
( p i o n ω
第 一  
条に反する、との点に対し、当時の失業問題の深刻さをふまえつつ、連邦最高裁は次のように判断した。
すなわち、社会保障法は連邦・ 等の公的機関が失業問題という共通の目的 向かって協働する試みであって、この仕組みの目的は、連邦の国庫を保持し、失業補償事 について各州を対等に ことにあり、また州立法府による自由 判断は法律上禁止さ てい い。「圧迫すること 
( U B E 5 0 )
が強制 
( 8 5
宮 町 宮 口 )
へと転換し、誘
導ではなくなる地点 
巳80
同志宮門)〔がどこか〕というのは、程度問題であって、場合によっては、しば
しば事実問題である」。
m w i ω
( 2 )  
老齢給付制度の合憲性
また、同様に社会保障法の合憲性が問題となった事件として、連邦老齢給付(司包 
〉 向 。 ∞  
色 
制度
の憲法適合性が争われた、問。-〈め円山口問〈・ロ 
事件(一九三七年)がある。連邦最高裁は、本件プログラムが連
邦議会の支出権限の範囲内であるか否かにつき、連邦議会は「一般的福祉(間
82
巳君。
5 5 )
」目的で憲法上支出
が可能であるところ、何 「一般的福祉」であるか の判断に委ねられ、高齢者への給付が一般的福祉を促進するという連邦議会の判断 怒意的ではない、 として、その合憲性を支持した。
P O O R - R H )
0 5 - o E
g
Z )
61 
3 
〈論 説〉 
「福祉国家」の成立とその憲法上の正当性
本来、「福祉国家」を直接指示する規定を欠く合衆国憲法にあっては、そもそも連邦政府による社会保障法や
その他関連施策が憲法上成立しうるかどうかは大きな論点であって、「福祉国家」の成否は、まさに憲法問題であった。連邦最高裁は、上記の判例等により社会保障法の合憲性を確認したわけであるが、ここには、先にふれた政策担当者による立法時の配慮のほか、最高裁自身、
ディ 
1
ル立法に対する姿勢を大きく転換させたこ
ニュl
とも、看過しえない要因であろう。実際、最高裁は、さきにみた一九三七年の判決の ずか一年あまり前の事件では、一九三三年農業調整法(〉唱宵
E g g -
〉 丘  
550E
〉丘え忌
ω ω )
が、農産物加工業者等に課税し、その税収
を減反等を受け入れた生産者への拠出に充当する規定等をおいていたことについて、これらが農産物の統制等を目途とするものであって、連邦政府に授権された権限を越えるものであると断じていた である。いずれにせよ、一九三七年のふたつの判決によって、以後の社会保障関係立法の形成に憲法上の根拠が与えられたと評すること
S E t g
ができよう。
8 E t o
なお、ここでは連邦議会の課税権・支出権限の行使態様が問題とされたが、支出権限(及ぴそれに附随する施
包告胃 
ロ)を通じ、実際には規制権限ともなりうることから、連邦
策の実施)は、条件付き補助(の議会が、合衆国憲法上列挙された権限によってはすることができない直接的規制 、支出権限の発動によっていわば間接的になしうることの可否も問われる。この点は、州への「強制」的契機の有無とし 、のちにふれる公
E
的扶助をめぐる近時の裁判例等でも問題となる
( 第  
節参照)。
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B
「福祉国家」
の展開と権利保障
こうして憲法上正当性を付与された「福祉国家」は、
アメリカにおいて、その発展をみることとなる。
E RZEqB
「福祉国家」の展開
前述のように、「福祉国家」的現象を、「規制国家」・(狭義の)「福祉国家」的側面との複合と把握するとき、
アメリカにあっては、
O
ニュl
ディ 
ル期の立法の多くは、むしろ「規制国家」的側面に出たものであって、政府
に対する直接的な財政出動を要請するものが極めて少なかった、といわれる。例えば、労働者の賃金引上げについて、直接的に労働者側に補助するのではなく、むしろ使用者に義務を課すことで対応しようとしたように、所
l
得再分配政策であっても、立法者は私人間の法律関係を調整することでその目的を達成しようとしていた。
m
「規制国家」的側面をこえ、「福祉国家」的側面がみられるようになった端緒は、前節でも検討した社会保障法
E28
等であったが、
一九六  
0
年代に入り、
アメリカは「福祉国家」的施策の拡充へと向かうこととなった。すなわち、

連邦政府の財政支出が顕著になったのは一九六 
0
年代といわれ、
一九六四年から一九六六年の間だけでも、開。。 
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己冨  
25u
。 出 片 山 口 口  
2 0 Z H ) B O E
〉丘、司  
〉♀など、財 

℃℃
OO
門日  
政支出を大幅に伴う各種立法が相次いで制定されている。政府支出でみても、
一九二七年から一九三二年の間
「大恐慌(の  
巳ロ
3 5 3 8 )
」が全米を襲った時期ーにおいては、「公的福祉(ロ
§rdSFB)
」部門において、
連邦・州・地方自治体を含むすべ の政府支出が、
一 億 六 、  
一OO
万ドルから四億四、五 
万ドルの増加だっ
たのに対し、
一九六  
年には総支出は四四億六、二 
万ドルに達している。
( ) O
OO
ω E B H )
l
E
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年
代半ばから、貧困者問題に対処する組織的な運動(福祉権運動言。
55
ュm F Z
目 。
〕)が展開された。この
動きを分析したピユツシ
レン・コ
の確立に向けて最高
O
こうした政策動向や、
いわゆるウォ 
レン・コート(巧同日ロゎ
22)
期の最高裁判例なども受け、
一九六  
( 2 E o E E
ル
( 閉 口  
与 
2 
Z R E m )
裁判事を説得すべく、福祉権に携わる法律家が展開した訴訟戦略に影響を与え、:・一九六
0
年代半ばに端を発す
る福祉権運動を、具体的なものとしていったのである」。
l
福祉受給権をめぐる動向
「福祉国家」は、以上の背景のもとで各種給付等を通じ展開されていくこととなるが、こうして、それぞれの
給付について、憲法上の権利保障がどこまで及ぶかが となれ
2 F l
( 1 )
福祉権の手続的保障
①適正手続保障

まず、福祉受給に憲法上手続的保障が及ぶか否かが問題となった事例として、。。 
〈 
ハ巳守事件(一九七 

年)がある。この事件は、
ニューヨーク市民が要扶養児童扶助(〉
EggEEg
三笹口

〉国)わ)等の公的扶助の支給停止に際し、受給者が審査官等の面前で口頭により証拠を示すなどといった証拠聴聞 
ミ 
を事前に行わないこととした手続が、適正手続条項(合衆国憲法修正第一四条)に反する
)O 
l
として争ったものである。連邦最高裁は、福祉給付について、その受給資格が争われてい 間扶助 停止となることは、有資格者が生きる手段をその間奪われ いることとなる点などから、福祉給付が支給停止とな ときは、
= 0 2 5 2 H 8 8 )
l
] ( - z a S E g H
-H
3BEEnEEBR
O
N
切戸国民命日)よれば、「ウォ
ト期の判例は、まず、貧困者の
法的問題に法廷を開放し、次いで、憲法上保障される生存への権利(立ち
64 
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事前の証拠聴聞のみが手続的デュ 
・プロセスを与えるものである、などとして、その主張を認めた。もっとも、
②
手続的デュ 
・プロセスの要請を満たすにあたり、その具体的あり方については、司法的ないし準司法的手続な
形態まで求められるものではないが、福祉受給者の多くは筆記のための教育・素養や専門家の支援などに欠けることがあり、また書面での主張 口頭でのそれより弾力性に乏しいことなどから、福祉受給者が書面で自己の主張を述べることができるとみる は 不十分である、などとして、審査官の面前で口頭により証拠を示す等の手
R S E A M ω E E
続や反対尋問 
号ロ)等も要請される、としている。
適正手続保障にいう「適正」性
一方、同じく事前の証拠聴聞が憲法上要請されるかが争われた事例として、宮内山片}再考
ω
〈・巴骨  
事件(一九
七六年)がある。ここでは、社会保障法上の障害給付 
巳 
昏)の支給停止について争われたが、連邦
最高裁は、この憲法上の主張について、給付支給停止前に求められる手続として、いかなるも が適正であるか、という問題ととらえ、手続的デュ 
l
・プロセス保障に要請される考慮要素を具体的に検討する。それ
によれば、①公的機関 行為により影響を受ける私的利益と、②この私的利益が当該手続によって誤って奪われるおそれと付加的・代替的手 保障 とりうる余地の有無、そして③政府利益(その〔 の〕機能や付加的・代替的手続保障に伴う財政的・行政的負担を含む)が挙げられる。本件では、①障害給付の受給者は 。。 
話事件
( E g σ
で問題とされた福祉給付とは異なり、民間や他の政府支援も入手可能 あることなどから、障害給付受給者が利益を奪われるおそれは福祉受給者に比べて低く、②支給停止は医学的評価などに基づいてなされ、信頼性もある
qZ5
ことなどから証拠聴聞が要請される程度は福祉給付ほど なく、そして③証拠聴聞採用による財政的・行政的負担は軽いとはいえず、また公正性を確保するためには司法的 要請さ 、などとして、
E m o
E g
E 5 )  
l
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本件訴えを斥けた。
② ① ( 2 )  
移動の権利(『 
一)をめぐる問題
同 
EEB
移動の権利と福祉権一方、福祉権については、しばしば移動の権利との関連で憲法上の主張がなされてきた。その代表的なものと
して、∞ 
〈 ・ 叶  
ZB
宮
S
事件(一九六九年)を挙げることができるが、これは、 
等の福祉給付支給
につい その申請時に当該州に一年間居住することを要件とした州法等の規定が、居住期間による区別は不快
EZZ
な差別であって平等保護条項に反する、として争われたものである。連邦最高裁は、本件規定が貧困家庭の州への流入を抑えるのに適合的なものであるところ、それは憲法上許されないものである、といい、これを違憲とし
E g
た。すなわち、先例によれば、わが国の市民 は、法令によって負担を不当に課されることなく自由に国内を移動する権利が認められてきたのであって、この点で 困窮者流入阻止という目的は、憲法上許容されず 本件居
( 3 B 3 5
住要件によって生じる区別を正当化することが きない。また、福祉プログラム財政の保持という政府利益は正当なものとして認められ が、市民間で不快な区別をしてその目的を達成することは認められない。本件の居住期間による区別は、移動の権利に抵触するものであるから、それを制約する法令の合害
ω性は、通常の審査基準よ
ωωE825Z2
りも厳しい、極めて重要な 
( 8 5
宮臣口問)政府利益を促進するか否かの見地からなされるところ、本件居住要件
は明らかに平等保護条項に反 る、というのであった。
近時の動向
こうした居住要件をめぐる憲法違反の主張は、最近の事例である∞忠日〈
- H N S
事件(一九九九年)でも問題と
された。ここでは、貧困家庭一時扶助 
ミ〉 
身 
EEEg
一 寸 ー 〉  
司)といった福祉給付につ
Z AFDC
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き、居住して一年に満たない新規居住者に対しては、それ以前に居住していた州で支給される額を支給すること
立 
判決の事案とは異なり、ここでは新規居住者
にも福祉支給をすることとされているが、従前居住していた州における給付額を支給することで、一年以上居住
ω E
g
とするカリフォルニア州法の合憲性などが問題とされ 。する者と区別されていた点が問題とされたわけである。連邦最高裁は、移動の権利は憲法の文言から見いだすことはできないが、先例において確固たる地位を占めるものである、としつつ、移動の権利について具体的に類型化する。 なわち、それは、①一方の州から他州へ去る権利、②一方の州から他州に来て一時的に滞在する者が歓迎され 者として扱われる権利、そして③他州へ定住す 目的で来た者が、その州の他 市民と同様に扱われるべき権利、 いった面があるが、①は憲法 創設した強固な連合 
( 2 5
お
25
忌ロ)に必然的に伴うものであ
り、②については合衆国憲法第四条第二節の特権・免除条項によって保障され、③ 修正第一四条によっ 保障される。本件で問題となるのはこの③の意味で 移動の権利であって それは新規居住者が州の市民としての地位を保障されることのみならず、合衆国市民として 地位をも保障す もの そ 、合憲性審査 ついては、単なる合理性審査や中間的審査が用いら るべきではなく、 
ω515
判決にいうよりも類型的なものでは
あるが、それに劣らず厳格なものである、として この見地から審査し、州の正当化理由を斥け いる。
( 3 )
福祉受給権と合理性審査
以上の事案は、いずれも福祉受給権と関連した憲法上の権利保障を問題にしたものということができ、いわば
それは、側面的に福祉権の保障をしたものともい うる。一方 福祉権保障については、実体的な給付水準ないし内容も問題となりうるが、それが争われた のとし 、ロ自己同区間。〈・当日目白
E ω
事件(一九七 
年)がある。
O
AFDC
ここでは、
支給に際し給付上限額を設定した州の規則が、これが構成員の多い世帯には不利に作用す 
67 
〈論 説〉
ることから、合衆国憲法修正第一四条の平等保護条項に反するなどとして争われた。憲法違反の主張について、連邦最高裁は、経済的・社会福祉的領域にあっては、州の法令による区別に不備があるといった理由ではそれが平等保護条項に反するものということができず、その区別が二疋の合理的基礎 
巴
ω )
を有するとき
( 5 8 0 5 E o g
は憲法に反するものということはできない、と述べ、いわゆる合理性審査によることを明らかにした。そして、公的扶助の運用は、合理性審査が妥当する商業・産業規制領域とは異なり、困窮者の最も基本的な経済的ニ 
ズ
l
にかかわるも であ としつつも、経済的領域 は別の審査基準を適用する理由を一切見いだすことができない、といい、就労の促進や、福祉受給世帯と勤労貧困者世帯と 聞の差別 回避 という州の正当な利益には、当該規則について堅固な基礎を見いだすことができる、として 本件規則が合憲であ ことは明らかであると述べている。
性に基づく区別と権利保障
一方、「福祉国家」的施策にかかる給付については、性に基づく区別の文脈でも問題とされ、ここでも興味深
い判例展開がみられた。そもそも連邦最高裁は 性差別 かかる憲法違反の主張を認めることに一般に消極的であったが、一九七 
0
年代初頭から、その主張を容れるようになり、の 
応〈・出  
28
事件(一九七六年)において、
R
性に基づく区別の合憲性審査基準が確立することとなっ問。 れによれば、性に基づく区 は、重要な政府目的に仕えるものであって、かっ、その目的達成に実質的に関連して なければならな される(いわゆる中間的審査基齢
)0
2 
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σ R m R g - ωZE
( 1 )  
厳格審査基準による判断
もっとも、 
( U S
百判決以前にあっては、社会保障関係給付にかかる性差別の問題を、より厳格度の高い審査基
準で処理したものもみられる 
。 
〈 ・ 担 。  
含
8
事件(一九七三年)がそれであるが、ここでは、空軍隊
員の既婚女性が、配偶者等の扶養家族がいる場合に支給される、基礎宿舎手当 
色 。  
4 5 5 σ
沙 門  
ρ 5 2 2 ω )
や
g
ω g E ι
医療関係給付等の付加給付(昨日ロ常 
昏
ω )
の申請をしたところ、それが拒否されたことが争われた。この付加
給付は、申請者が男 である場合には自動的に支給されるものであったが、女性である場合には、その被扶養者
(夫)が申請者(妻)から半分以上の扶養を受けていることを証明しない限り支給されなかったため、男女でこ
うした区別を設けることは、合衆国憲法修正第五条の適正手続条項に反するか否かが争点となった。連邦最高裁
o F .
は、性差別の歴史などもふまえつつ 性的特徴というのは活動に従事したり社会へ貢献したりする能力とは一切
Z5 E - 0 5
関連しないことであって、性に基づく区別は、各人 実際 能力とは無関係 、女性全体を劣った法的地位に不快に(古己色 
身)分類する効果をもっ、と述べ、性差別は疑わしい分類に相当し、厳格な司法審査 
♀ 
( dBE
口三百三に服さなければならない、として、行政的便宜(包
E E 2 R m Z S S E E - o
号。)などは区別を支える
F R
理由とならない、などとして、本件の区別を違憲とした。
253E2550Z5
( 2 )  	
「『古風で過度に広汎な』
一 般 化 」  
宵 
gao
〈 
号 『  
o m a J
布 コ  
一 
一 。 コ )
一方、性差別をめぐる判断枠組みについては、さらに興味深いものが示されている。その例として、当
〈 ・ 巧 ぽ  
事件(一九七五年)がある。
O
この事件は、社会保障法上の母親保険給付(宮	 
皆
ω )
及び児童保険給付 
宮 
昏
ω )
について、男性労働者の死亡に際しては、その妻と子に支給されるところ、女性労働者が死亡した際
OE
N a
( σ g w
( n E P 

( ω E 
  
2 5 R O 
  
] E r 
E E  
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には子に対してのみ支給され、その夫には支給されないこととする規定が、合衆国憲法修正第五条が合意する平等保護の要請に反しないかが争われたものであった。連邦最高裁は、さきの司 
ぽ円。判決を引用しつつ、男性
労働者の稼得はその家庭 扶養にとって決定的 るが、女性労働者のそれはそれほど家庭の扶養に貢献するものではないという、「『古風で過度に広汎な』
一般化」  
号自仏。
555
包 ョ 問  
が当該規定の根底
3
にあり、それは合衆国憲法が許容しないものである、などとしつつ、本件規定について、男性ならそ 雇用の結
C En852
果として享受さ る家庭への保護を女性 ら奪うものである、として、本件規定が憲法違反であるとした。
実体的権利保障の可能性|州憲法下の裁判例
このように、合衆国憲法上、福祉受給権をめぐる実体的給付水準のあり方については政治部門の裁量が広く認
められる一方、手続的保障や移動の権利、そして平等保護条項によって、いわば側面的に権利保障 な れることが看取される。しかしながら、アメリカ あっても、福祉受給権 かかる実体的権利保障の例を知らないわけではなく、各州の憲法には、困窮者等への援助を公的責務とする規定を擁するも があり、これをめぐる州裁判所の判例法理には注目すべきものがみ れる。憲法上 権利保障について、連邦最高裁の判例法理による保障に限界があるときは 州憲法の判例法理 よって一層の拡張がはかられることの指摘 みられ が のことは、
( E R n F
福祉権保障についてもあてはまるものといえよう。
ニューヨーク州憲法
その代表例として知られるのは、
ニューヨーク州憲法であるが、それには、「困窮者への扶助、保護及び支援
は、公的関心事(℃ 
ロ )
であって、州及びその下部機関 
( ω c z - i g
ロ)は、立法府が時宜に応じて定め
BEO E S - - s t g )
70 

憲法と「福祉国家」の形成
では、両親等扶養義務者と同居していない一二歳未満の困窮者に対
する州の家庭救済プログラム(出。目。
( ω
H，z
判決(一九七七年)では、対照的な判断が示されてい
る方法及び手段により、これを供給しなければならない」、との規定があれ
まず、、  
品。円〈・寸。ぽ事件(一九七七年)
F - E P S S B )
について、救済申請者が扶養の訴え 
与吉江買
22
門 戸 宮 間 )
を扶養義務者に提起し、かつ(裁判所の)決定 
広島告白
ε
ロ)を得るまで支給しないこととした州法の規
定が州憲法の前記規定に反するとして争われた。ニューヨーク州最高上訴裁判所(の
22
え〉 
え 
当
ペミ宵)は、ニューヨーク州にあっては、困窮者に対する扶助の提供は立法府による慈悲ではなく、特に憲法によって義務付けられたも である、と位置づける。そして、立法史からみて、この規定が州に困窮者に対する積極的責務を課したものであることは明らかであって、こ 目的達成のための手段や扶助額、そして受給 の区分や困窮者の定義といったことがらを決定するに際して立法府に裁量を与えているものの、困窮者と区分された者に対する扶助を拒否することを立法 禁ずるものである、と述べ、本件規定が州憲法違反であると判示しが

一方、この判決の数週間後に下された出
25ZE
〈 ・ 寸 。 
  
る。ここでは、住居手当(各岳
2
色。司自のめ)に上限額を設定し、申請者の個々の状況を勘案しないこととした

SEq
州社会サービス省の規則が、州の社会サービス 及び州憲法に反するとして争われた。州最高上訴裁判所は、本件上限設定によって、本件給付が性質上定額支給(皆仲間
E E )
となるとしつつ、定額支給を原則として採用する
E
ことに合理的な理由がないとはいえない、とし 。州憲法違反 ついては、この憲法規定があらゆる事例で個々の事情を勘案することを求め 定額支給を排除することを要請するものとは解釈することができず、「立法府と社会サービスプログラム実施の任務を負う〔社会サービス〕省 当初採用した 困窮者扶助の分配方法の全体的
32Z
Z σ
)O
)O
この規定をめぐり、しばしば先例
的音
ω味で参照される判決例がある。
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Z E ) o s - E E g g H 8 2 帰結が、公的扶助財源
6 5r
虫色巳
g g p E ω )
の最適な利用を促進すると合理的に期待されるときは、憲法上
の要請に対する違反は一切存しない」、と述べ、本件規則の合憲性を認めている。
( 2 )  
モンタナ州憲法
ニューヨーク州憲法の規定は、公的扶助等をなすことを義務付ける規定であったが、州憲法によっては、これ
をなすことを州に許容する規定をおくものがある。
モンタナ州憲法第二一条第三項 
( 3 )
は、「立法府は、加齢、
疾患及び災禍の原因 より、立法府が困窮にあると判断した者に対し、経済的扶助並びに社会的及びリハビリテーション的サービスの提供を ことができる」、と規定する。そもそもこの規定は、一九七二年に採択され
; 3 ω ω E g )gq
たようであるが、当時は、「立法府は、:・提供をすることができる 
『 
巳 ロ  
55
唱し」という権限許容規定
ではなく、「立法府は:・提供をしなければならない 
性
EEB
岳 山 口  
」という、義務的規定であった(傍点
O
付加コモンタナ州最高裁判所の判例には、この規定をめぐり、興味深い法理を示すものがある。
まず、義務的規定の下で争われた事件として、回
E Z ( U
。
自己巳守口 
〈 
事件(一九八六年)がある。
ここでは、州の一般扶助(の 
巳
〉ω ω
宣告のめ)支給につき、三五歳未満の健常者 
え ぽ 仏 )
であって未成年
の被扶養児童がいないものを支給対象から除外し、かっ 三五歳か 四九歳までの者であって未成年の被扶養児
3ZZ
童がいないものにつ ては、申請後六
日経過してから三ヶ月を越えて基礎的生活にかかる一般救済扶助
E
沙 門  
σ邑 
を支給しないこととした州法の合憲性が争われが
モンタナ州最高裁判所は、州憲法は立法者に、困窮者に必要な扶助を提供するよう要請していることから、州
( E E
QZ
憲法に組み込まれた給付については、政府目的との合理的関連性を 求する合理 根拠の審査
巳 
ES
以上のものが要求される、として、独自の中間的審査基準 
『
l t o z o E )
を定立した。それによれば、
i)
- F o t i ω
m E
s z o l σ
)O
( g t g
σ m w ω - ω  ( m g E  
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憲法上重要な利益が政府による区別にかかわっているときは、恋意的な区分は批判されなければならず、また、N O B 侵害される権利と、その侵害 ってもたらされる政府利益との衡量が求められる、というのである。本件では、第一に、年齢による福祉受給者の区別が合理的であるか、第二に、その区別にかかる政府利益は、福祉受給者の
- d 巳
利益に比べ重要であるか、が問題となるところ、五 
歳未満の者にのみ支給停止ないし制限をかけることは広汎
な一般化 
( σ 5
包拘
g o s - - N
色。ロ)であって怒意的であり、立法目的である支出抑制については、記録によれば福
祉給付が剥奪されるほど州の財政は逼迫しているとは認められない、などとして、本件立法を違憲としている。
EZ
これ以降、先にふれたように、モンタナ州憲法第三条第三項 
( 3 )
は一九八八年に許容規定に修正されたが、
ロ巴〈
550
己開
B 1 0 3 3 . F H D
巳事件(一九九七年)では、その修正規定をめぐって争われた。ここでは、
インディアン部族が経営する事業主の被用者が労働者災 補償給付 
(gRE385
宮 
包 
皆
ω )
を受給しよ
うとしたところ、当該事業主 は州の労働者災害補償法 適用されなかっ ため、受給が認められなかったことから、その不支給の合憲性(平等保護違反)が争われた。上訴人(原告)は、先の回 
判決を引用しつつ、労災
補償給付も福祉給付同様にモンタナ州憲法 組み込まれているから、中間的審査基準を適用すべきである、と主張した。最高裁は、回 
判決時の憲法規定とは異なり、
一九八八年の憲法修正は立法府に対する要請を含むも
O
のとはいえず、厳格度 高い審査基準を適用 憲法上 論拠は、上訴人が負傷した当時すでに存在し くなった、と述べ、また先例で 労災補償給付にかかる平等保護違反の主張については合理性審査を適用してきた、などとして、本件でも合理性審査によることを明確にして、憲法違反の主張を斥けている。
EZ B
ggE
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3 E )
「福祉国家」の展開と統治構造
連邦|州関係をめぐって
I
以上は権利保障の文脈での概観であったが、「福祉国家」的展開は、統治構造のあり方についても一定の影響
E
を及ぼしている。ここでは特に、連邦と州の関係をめぐる問題についてふれておきたい。すでにふれたように
( ω
( 第  
節参照)、アメリカの社会保障制度は、その創設時において、その憲法上の正当性と、連邦政府がどこまで
州の権限領域へと介入しうるかが論点とされていた。この連邦制特有の憲法問題は、「福祉国家」に特徴的な、
l
連邦政府による補助プログラムをめぐって顕著となる。
( E B - -
連邦 
州関係と公的扶助制度
E B O
( 1 )  
九
0
年代半ばにおける福祉改革
前節でみたように、
一九六 
0
年代から七
0
年代にかけて「福祉国家」的施策が発展を遂げたが、
一九八 
0
年代

に入り、その方向にも若干修正がみられた。 
AFDC
等の公的扶助分野では、七
0
年代の受給権拡張等の影響に

よる費用増大と経済の低成長に直面したことなどにより、連邦政府は福祉施策の削減政策を余儀なくされ、例え
ば一九八八年家庭支援法 
可 
片付〉立え思∞∞)等によって、福祉受給者の就労促進と自立 
良さ岳'
 
が目指されるなど、従前の政策方向に変動がみられた。その後、
一九八九年から一九九四年にかけて、未
婚妊娠の増加や一九九
0
年代初頭の不況等により福祉受給者が増加したことなどを受け、
一九九四年に連邦議会
を支配した共和党によって、保守派による福祉改革が推進される機運が高まった。こうした経緯をへて、
一九九
六年に、公的扶助制度が大幅に改正された(一九九六年個人責任及び就労機会調整法句
2 8 5 -
同 
。 
内同ロ円四
g u
E F - - - q
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君 。 吋 宵  
0 3 0 5
ロSHUn
。宮田色。ロ〉立。同  
5 m w
〕 
)0
この改革では、扶助が法律上権利 
叶)と観念されない
( g E g g
ことのほか、扶助支給期間の制限、就労要件の強化、母子世帯への父等による児童扶養の強化、福祉にかかる行政事務の州への委譲(含 
。ロ)、そして婚姻の促進、といった点が盛り込まれた。
OO
二年一  
月に失効することとされ、同年以降、連邦議会は数次の再授権法
g z t
O
なお、九六年改革法は二
〔 山 口 の 巳 。 ロ 〉 立 。 同  
NCC
日)
の一環として、二 
一 
年九月三 
日まで延長することとされた。この再授権法では九六
O
O
年時の改革法 規定が一部改正されたが、その際、保健福祉省(ロは、「健全な婚姻を奨励する事業(宮島
SERE
想℃円。白色  
を
SR
aEBgZ
同国主任包仏国
」及び「責任ある父親像(円 
E g )
C B S F 2 5 ω )
235FF
2 g a )匹 
」を奨励する事業を行う団体等について助成をすることができることなど、福祉受給者に婚姻を奨励
する施策が導入されている。
( 2 ) 

l
連邦 
州関係をめぐる憲法問題と公的扶助制度
こうした動きと関連して憲法論上問題となりうるのは、福祉プログラム実施に際して、連邦政府による補助に
かかる州への条件づけ 憲法上どこまで許容されるか、という、連邦政府の権限と州の主権との関係をめぐる論点であった。( p g m G
( ω
この点が問題となった事例として、連邦下級審の判決例であるが  
同日内 
九九八年)があ 。こ 事 は、
一九九六年個人責任及び就労機会調整法で規定された児童扶養実施プログラム
吉 江 開 口 甘 円  
ω g z o
g g ω
門戸  
ω片 山 件 。  
ω事件(一
-dEZ〈 
2 B 8 2 ) g m E E )
が、州に対し、児童に対する(裁判所の)扶養義務決定 
5 2 0 E O B )
名 目
にかかる情報収集システムの確立など、児童への扶養全般を確保するための制度を整備することなどを求めていEF
。ユ包まロ)により暫定的にこれを延長してきたところ、二 
六年に、二 
五年赤字削減法 ロ色巳仲間 
・
OO
OO
( B EN0
長官
貯 『
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たところ、
カンサス州が、これらの規定は合衆国憲法修正第一 
条に反し、連邦議会の支出権限を超えるもので
あるなどとして、その合憲性を争った事件である。
B i z -
連邦地方裁判所は、連邦議会の支出権限を根拠とする補助にかかる条件づけについて、連邦最高裁の先例に依
拠しつつ、それが連邦議会の支出権限の範囲内とされるためには、①その支出が一般的福祉(向
82
己巧色向。)
2
を促進 、②条件づけをする場合、州が当該プログラムへの参加の結果を認識するなど、州がこれらを承知の上
g o d g E  
で ( 宵  
吋)その選択を行使しうるよう明確に条件づけをし、③その条件づけはプログラム上の連邦の利益
と合理的に関連しており、そして④憲法上のいかなる規定も補助の条件づけを禁止していないこと、 必要であ
ζREE
るとした。本件では、①は満 され おり、②について州はその立証をしたと認めることができず、③については補助の目的と条 づけは合理的に関連 おり、そして④の点には、本件 が各別 憲法上の禁止規定に反するも ではない、と た。ま 、
カンサス州はこれらの条件づけが「強制 
円の守口)」に該当すると争つ
たが、裁判所は、  
判決(第 
I
節参照)などを引用しつつ、司法府は連邦による誘導が義務付け
へと転化する地点を確定する作業にかかわることは回避しなければならない、として、その主張 斥け、結論として本件の条件づけは連邦議会の支出権限にかかる正当な権限行使であっ 、修正第一 
条にも反しない、とし
ている。
障害者教育施策をめぐる判例動向
O
以上の公的扶助政策のほか、連邦と州の関係については、教育にかかる連邦補助制度についても問題とされて
きた。そこでは、必ずしも端的に憲法問題が争われ わけではないが ここでは 近時裁判例が蓄積されている、
( g σ
O
76 
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障害者教育法 
玄含長主任ロ
gzEgE5
色。ロ〉丘一巳同〉)をめぐる事案の一部を概観しておきたい。
o g q )
補助条件の明確性の要請
Z 5 0 3 .OO
リ
まず、二 
OO
五年開廷期に出された、〉ユ吉宮 
可包∞与。。ニ)宮門吉国  
え 開 門 吉  
〈 ・ 冨  
可事件
( 二  
六年)が注目される。ここでは、 
IDEA
上の訴訟で勝訴した障害児の親について、その代理人報酬
( 巳  
向 。 。 )q g )
( H E
の合理的な額を裁判所が(相手方に)命じることができるとされる同法の規定が、訴訟にかかるIDEA
IDEA
専門家(ゆ与  
の業務報酬についてまで認めるものかどうかが争われ苧
法廷意見は、
が合衆国憲法第一条第八節にいう支出条項に基づく施策であるとしたうえで、次のよう
に述べる。連邦議会は連邦資金を州に配分するに際して条件を付する広範な権能を有するが、その受給を条件付ける 際しては、その条件が明確に 
( C S E E m 5 5 q )
設定されなければならず、先例によれば、「『支出権限に
基づいて制定された立法は、その性格 おいて極めて契約〔
8552
〕的となる」
のであって、したがって、
O R
『連邦による条件の賦課』に拘束されるためには、連邦補助の受給者は
『自発的にかつ認識した上で』これらを
g t s )
受給しなければならない」(己内は先例からの引用)。これらのことから、本件では、州の職員が、専門家報酬ま
で補償することが 
上の義務の一つと明確に理解していたか、
つ キ デ れ ノ 、  
IDEA
はこの費用負担責任(中

S(
与51
について、「明確な告知(巳  
」を示していたかどうかを問題としなければならない、とした。
g
そして、問題の規定の文言は付加的な専門家報酬の支払いを認めるものではなく、この点について支出条項上要請される明確な告知を示すものとはい がたい、として、両親の主張を認めなかった。
そもそも最高裁は、連邦議会が支出権限に基づき立法し補助に条件を付すときは、それを明確に 
己 目  
しておかなければならない、という解釈を前提に、一九七五年発達障害者支援及び権利章典法(ロ
2
巳8 1  
SE
g t g
( C S E E m RUF
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t s H ) 5 m g B 	 B E S - -
可 ロ  
guZ
己〉包  
ω片 山 口  
88
仏国巳え担問  
〉立。ご当日)が、発達障害者に対する適切な処遇を提供する責務を
州に課すことを明示していないとして、適切な処遇を受ける権利といった実体的権利について消極的に解したことがあり、「明確な告知」要件は、ここに端を発していた。 
の解釈でも、最高裁は、害
ω法に定める支出
条項の解釈 ついて、補助条件に関して州に対する「明確な告知」があることを前提とする姿勢を明らかにした
( R E o - E 2 1 2 )
わけである 、その限りにおいて、いわば連邦権限に憲法上二疋の枠をはめようとする意図も窺える。
( 2 ) 	
法律解釈と障害者教育にかかる実体的利益の尊重
一方、この点に関連して、端的には 
IDEA
の解釈が問題とされた事案であるが、障害者教育にかかる親の実
体的利益を尊重したものとして、ヨ古}内巳 	  
〈 ・  
3
円BωQqrF
。 。 一 口 町 片 片 付 門 事 件 ( 二  
七年)が興味深い。
ここでは、自閉症をもっ児童の親が、その児童のために作成された個別教育プログラム 
( 宮 門 戸 山  
門 戸 口 色 町 ⑦ 門 目 。 門 戸  
IDEA
一回目))が不十分であるとして、行政審判手続(山門  
巳5H520
島ロ問)に不服申立てをしたが容
BB	 FZ
れられなかったため、自らとその子の名で 行政決定の取消し
( 5 5 2
色)と、(訴訟係属中にその子を私学に通学 

させたため)私学に要した費用の償還や宣言的救済等を求め、訴訟代理人(弁護士)によらずに、自ら連邦地方
裁判所に訴えを起こし 。ここでは、 
上、非法律家である障害児の親が訴えを自分自身で
(本人訴訟と 

して)連邦地裁に提 しうるかが争点 なった。

最高裁は、本法の適切な解釈に 法律の仕組み全体についての考慮が要請されるとして、 
IDEA
の各規定を
概観し、学校区 
が個別教育プログラムを作成するにあたり、その過程で親が重要な役割を果た
すことが予定されている点などに言及 、親は教育プログラム 実施手続のみならず、その実体的形成にも参画し、広く異議申立てをなしうることが認められているこ どから 「
IDEA
は、その文言及び構造から、親
EE25 	 IDEA
OO
i
c g '
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に対し、手続やその過程にかかる費用についてのみならず、なされるべき実体的判断についても、〔子とは〕独立した利害を有することを認めてい のである」、として、親が 
上の権利を享受し、親自身で同法上の
主張を追行する資格を有する、と判示しお 
被上告人(学校区)は、先にふれたように、憲法の支出条項にかか
U
る法律は州に負担を課すにあたり明確な告知を示すことが求められるところ、 
は親自身に独立の権利を
付与しているか否かは不明確で ってこの要件を満たしていない、とするのに対し、最高裁は、本件での親への権利 が州に何らかの実質的な条件や負担を課すわけではな ことなどから 支出条項の事案と区別し、その主張を斥けている。 
IDEA
本判決については、
が保障する「無償かつ適切な公教育(昨
28
買 
宮 
包 
」を受給
する低所得者層の児童にとって、親に本人訴訟を認める点で、裁判所へのアクセスを開くものであるとの評価もなされてい封。いずれにせよ、法律解釈を前提としつつ、障害者教育にかかわる親 実体的利益を尊重する姿勢は、興味深いものがある。
o
「福祉国家」の理論的位相
こ 、 っ し て 、
アメリカにあっては、好余曲折をへながらも、「福祉国家」が形成・展開されてきた。こうした
「福祉国家」の位相に対して、学説は、理論的にどのように認識し、評価してきたか。ここでは、
ニ ュ  
ディ 
ル期を契機とする憲法理論の変容を分析する見解を概観しよう
IDEA
8ER IDEA
EW
R m E S )
l
l 
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m w ω
E O
古典的自由主義的立場からの検討|工フスタインの批判
まず、
一連のニュ 
ディ 
ル政策を契機とする最高裁判例の動きを、大きな政府モデル
問。〈 
HW
け 
m w )
骨 - )
への移行という、現代アメリカ憲法論において決定的な瞬間を示すものと位置づけ、これに批判的な姿
勢をとる、
エプスタイン
(同 庁  
吋仏〉・開口 
の評価が注目される。
l
彼によれば、
ニ ュ  
l
ディ 
l
ル期の動きは、アメリカ憲法思想に根本的変容をもたらした、革新主義時代 
9 5 1
包〈⑦ 
の営為に端を発する。革新主義とは、人民の経済的・社会的地位を政府によって高めるべく、科
ぬ円 
円 
l
F m H
学と経済学の力 信じ かつ、「リアリズム」的法理論 
( J s - E 3
吉江名門 
を採用するものである。この立
場からは、経済的中央集権制 
( 2 0
ロO B - n g
位 。  
s r B )
を擁護し(連邦議会は州際通商条項〔合衆国憲法第一条第八節
第三項〕によって州聞の通商を規制する立法を制定することができる)、また、かつてない富の不均衡ということを
ω Z Z )
根拠に、憲法上保障された自由・財産・契約の権利を覆すことも正当化されお
これに対して、彼は、個人の選択と、市場競争に従事する自由(契約の自由)を重視する古典的自由主義の視

点から、合衆国憲法を読み解こうとする。古典的自由主義は、自由が保持されるべく何らかの国家介入が必要で
あると考えるが(この点で純粋なリパタリアニズムとは挟を分かつ)、合衆国憲法は、州固有のポリス・パワーを認
める点で、古典的自由主義的な文書である。古典的自由主義からは、高速道路や公共施設等のインフラ整備に対する租税充当や、市場の失敗に対する何らか 政府介入が求められ、さらに、政府は反トラスト法によって私的独占の展開を抑制すること 指摘される。「国家 権限は、独占的支配力〔
B88
♀可旬。君。円〕を制限すべく行使
されるが、独占的支配力をもたらし、または永続化するような勢力へと 絶対に転換されて ならない。ここで
E 8 2 )
o
( σ - m  
O B B B
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のスローガンは、制限された政府、私的財産、そして契約の自由である」。
この見地から、連邦制と経済的自由・財産権について、ニュ 
ディ
l
ル期以前の最高裁(。 
号け)からそれ
EP
以降の「革新主義的時代」、さらに二 
000
年代へといたる判例理論の動向を分析し、今日まで続く革新主義の
傾向は、次の点で破綻しているという。第一に この立場は、憲法解釈の問題としても誤っている。そもそもオリジナルの憲法や権利章典、そして南北戦争後の憲法修正にかかる制定者は、自由・財産、そし 競争と自由な取引という社会制度を重視する強い指向性を持っていたのであって、革新主義派 もともとロック(』。百F S }
内⑦)やマディソン  
(γEgZ
包 町 。 ロ )
の影響があった憲法を、各時代をリードした理論家の知見を反映するか
たちで異なる憲法へと変容させ、憲法解釈を、憲法の書き換え 
( 5 4
〈江古  
ω
の8
往吉宏ロ)の機会だと捉えている。
「革新主義者は、憲法典の重要な規定について、これを理解しようとするのではなく、書き換えるべくその知的影響力を意識的に利用した点で 憲法解釈論にお て誤っているのである」。第二に 革新主義者は政治理論としても誤っている。彼らは、統制経済 
( B
包括え 
σ8551
が一部の政策領域(特許や通信事業など)のみならず、
すべての生活領域において支配的となること 意図しているのである。「改革主義者と現代 おけるその擁護者は、改革主義時代の最も大仰 イノベーションが最悪の失敗となっ い 、という厳しい事実に 折り合わなければならない」。  
「福祉国家」の展開と法理論の変容
もっとも、「福祉国家」
りうる。
の展開をふまえつつ、それに伴う法理論の変容を必ずしも否定的に捉えない立場もあ
l
2 
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① ( 1 )  
法的思考の変容 
アッカ 
マンの分析
l I
アッカ
l
マン
( 出  
28
〉・〉兵 
ロ ) は 、  
ニ ュ  
ディ 
ル施策による動態を、アメリカ憲政史上、憲法秩序の
l l
変革のひとっととらえた論者として知られてい的。彼はまた、ニュ 
ディ 
ルの勃興により、法律家の思考にも
変容がもたらされた いう。
l
アッカ 
マンによれば、
ニ ュ  
1
ディ 
ルによる積極国家の顕現は、専門的能力を要する事実陳述 
件
。]一昨日戸。同何百件
ω
ョ)
の仕方を修正し、実体的な価値について考え始めるようになるなど、法律論に変容がもたらされた
(hgωHN l
( E R
g ω 5 2
玄 白 〕  
)0
ニ ュ
という(彼のいう法的構成主義〔
Z m
己の 
ディ 
ルに直面した法律家にとって、唯一動員し
うる法知識はコモン・ローであったが、これと新たな法的前提とを架橋するものとして、リアリズム法学がその
ω 5 2 0 E ) 2 5 m Hl
役割を果たした。かつての法律論は、個別の行為の評価のみを問題 し、その背景となる社会慣行それ自体の正当性は不問とされ、争点となる行為が社会的に制度化された規範から逸脱したかどうかが決定的な問いとなる、といった点を特徴 するが 
民 話  
〈 凶 刊 号 一 口 問 ) 、  
ニ ュ  
1
ディ 
ル的な積極施策において法律家の役割が期待さ
z h
れるようになると、これらの法的議論も 容を迫ら る。 こでは、事実の認識は、個別的な いうより構
l
造的な説明となり、また、社会的慣行について 、既存の慣行そ 自体の正当性等が問題とされ、さらに 訴訟
l
も多中心的な紛争と 、といった変容がもたらされる 
( E Z
互
- 2 3 1
れ
)0
l
( 2 )  
憲法観の変容とば。。。コ立回一=。『刀一白 
の受容 
サンスティンの理解
l
ニ ュ  
ディ 
ルによる害ゆ法観の変容
l- m d
l
l I
一方、サンスティン
・ 
は 、
ニ ュ  
ディ 
ルは、私法秩序にかかるコモン・ロ 
・システムと
権力分立のあり方に深刻な不満のあることから登場した、と指摘する。大恐慌と規 なき市場活動によって、政
l
l

( d g g E B 
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府がコモン・ロ 
上のル 
ルを越えて介入することが経済的発展にとって反倫理的であるとはいいがたい状況と
②
なり、経済復興にはいっそうの経済調整・計画が求められ、
コモン・ローによっては達成しえない、富と権原の
再分配の必要性が認識されるよ になった。
ま た 、
コモン・ロ  
上の権利では尽くされない実体的権利の実現には、大幅な制度改革が求められるが、古典
的な権力分立は、経済への介入に必要なステップをふむことを政府に困難にさせ、より一元化された権力システ
l
ムが必要となる。さらに、規制要因が複雑化することで、政策判断における技術的・専門知識とその特殊化の必
l
要性が飛躍的に高まった。こうしたことから、大統領の権限が増大し、次いで、行政機関の創設やこれに権限を
z r g E l
委任するといった現象が展開されることになった。ここ おいて、ニュ 
ディ  
1
ルの憲法観は、もともとの憲法
観(マディソン的枠組み)からの転回がみられることとなる。それは 現状維持を志向しない点や 技術的知識の重視、そして州が深刻な社会問題に対処し得ない点で弱く実行力がないとされ、州の自律性に重きが置かれない点などに顕著となるのであった
E m F Z )
「第二の権利章典(同  
即日え  
」の理念

こうして憲法観に大きな変容をもたらし ニュ 
l
ディ  
ル政策であったが、サンスティンはまた、その理念的

基礎ともいうべき、「第二の権利章典」という理念、すなわち、ローズヴェルト大統領が一九四四年一月一一日

l
に行った一般教書演説で示した、雇用、適切 衣食住、教育、余暇そして医療への権利を創設する で機会と安全を確保しようとする理念が、アメリカにおいてもつ意義を追究する。 こで彼は、なぜアメリカでは「第二の権利章典」が憲法に取り込まれなかったのかを問 、アメリカ憲法の性格や政治文化などの分析を行っているが、そのなかで、次の点を指摘するのが興味深い。
l
83 
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すなわち、ここでは、憲法にかかわる権利について、次の二つを区別することが求められる。
つまり、憲法典
によって保障されるか、あるいは
(解釈を通じて)憲法の文言に含まれると解される「憲法上の権利 
辛 口 '  
( g D ω
止 。 ロ 山 一 円 一  
m - F Z )
」と、憲法上の地位は有さず、憲法上保障されているとは解されないが、それにもかかわらず構成
的な(重要な)コミットメントと考えられる権利 
( g D ω E E - 2 8 5 5 - 5 2 Z )
である。後者は、広く社会に受け
入れられ、それを廃止するには社会一般の理解を根本的に変えることが不可欠となるものであって、社会の基本的な価値を創出し、構成するの 貢献するという意味で、まさに構成的 
( 8 5
径三宮ゆ)な権利である。そしてこ
れらの権利は、時の経過に際しである程度の安定性が求められるという意味でも、構成的であって、その権利の侵害は、的年金への権利(江色丹
いわば契約違反
g g g ] ω R E q )
25RF)l
信託違反 
に相当するものである。構成的コミットメントの例として、公
が挙げられるが、憲法はこの権利に言及しておらず、行政による権利
i
尊重も軽重はありうる。しかしながら、受給者の経済的期待を根本的に保障する公的年金システムに、何らかの形でアメリカ国民がコミットしているということは、広く受容されているのであ 。
ローズヴェルトが「第二の
権利章典」を提言するにあたり意図したものは、 の構成的コミットメントである。
一方、連邦最高裁は、本稿でもみたように、
一九六  
Ol
七
0
年代初頭には「第二の権利章典」を受容する余地
がないわけではなかったが、これらに直裁に憲法的地位を与え ことはなかった。だか といって、「第二の権利章典」で示された権利が、全く死 絶えたというわけで ない。「現在の〔判例〕法にみるかぎり、アメリカ憲法が社会・経済的権利を承認していないというのは、あまり 単純にすぎるだろう。〔社会・経済 権利に好意的だった〕先例は、なお生きているので る」。「アメリカ国民は、あ 意味において、第二の権利章典のもとに生きている。しかし別の意味 、我々は進むべき途を見失っている。第二 権利章典は、そ 母国において、
84 
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ふたたび求められなければならな吋」。
「福祉国家」の展開とアメリカ憲法
l
以上、「福祉国家」的施策の権利保障にかかる代表的判例と、連邦 
州関係をめぐる近時の動向を概観し、そ
してニュ  
ディ 
l
ルを転機とする「福祉国家」形成の動態にかかる学説の評価について検討した。合衆国憲法の
次元では、実体的権利保障については合理性審査によって緩やかな司法審査がなされるものの、例えば移動の権利や適正手続条項、そして平等保護条項等を通じ、福祉受給権や社会保障受給権 二疋程度憲法的保障を受けてきたことが読みとれる。一方、州憲法による権利保障のあり方は、連邦最高裁の判例法理をこえて、いわば権利
E g a
保障の「さらなる可能性」を追究するものとして注目される。また、統治構造をめぐる論点のうち、連邦 
州関
l
係については、本稿では特に連邦議会の支出権限にかかる事案に注目したが、連邦議会が補助に際して州に条件づけをすることが広く裁量的に許容される一方、近時の判例では、条件づけを「明確に告知」すべきことが求められるなど、その権限行使に一定の枠をはめ かのような動きもみられる。これら各判例から導出される法理については、わが国にとっても学ぶべきところが多いが ここでは、以下の点を指摘しておきたい。
漸進的権利保障の展開
まず、権利保障の文脈については、合衆国憲法上、福祉受給権等にかかる権利保障が、適正手続や平等保護条
項 等 、
いわば古典的な自由権的保障を軸としつつ、漸進的に展開されてきたことが指摘しうる。
例えば、連邦最高裁は、。。 
判決以前には、修正第一四条にいう「自由 
( 5 2 q )
」・「財産(ロ  
」
について、これらをコモン・ロ 
に依拠して解釈し、政府が財産や身体の統一性 
s a - - 1 E a
岳可)を侵害する
i
5 U 0 2 1 

l
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ときは適正手続条項上一定の聴聞手続が要請されるが、雇用・福祉等の公的給付が拒否された場合にはこの適用がないとされ、ここにおいて、「権利/特権の区別(ユ与件¥買  
向 。  
」が形成されていた。こうした伝
統的「権利/特権」区別論に異議を唱え、政府給付を「新しい財産 
2 0 4
〈胃 
」と観念し、これに従来の
( m g E q )
手続的保障を及ぼすべき とを説いたのがライク 
包 
〉 
であ胸、その理は連邦最高裁の思考にも影
響を与えたことは、わが国でもよく知られている。すなわち、 今日において、 の受給資格 
片) 
を、「思恵  
』というより、『財産(℃円。宮  
』と考えることが現実的かもしれない。わが国に存する富
の多くは、財産に関する伝統的なコモン・ロ 
概念にはおさまらない、権利の形態を有するものなのである」。
ここにおいて アメリカ憲法論が、給付施策の展開が現代社会においてもつ意義を充分勘案したうえで、合衆国憲法上の既存の権利条項 よる保障を手がかりに、その射程を漸進的に拡張していこうとする姿勢をみることができる。
5E
また、性差別をめぐる事案について、かつて最高裁では、「男性は、女性の保護者であり擁護者であって、ま
l
たそうあるべき者である」 女性 とって至高の運命及び使命とは、妻及び母という高貴で慈悲深い役割を果た
2 U 1 )
すことである。これが造物主 おきて(己 
君 。 片 付
( PZQgg
円)なのである」、とさえ言及され、最高裁自身、そ
もそも性差別にかかる憲法上の 張には消極 であった。この傾向は一九七一年の判例以降大きく変化し
g
七
0
年代半ばに中間的審査基準による審査が確立するが、本稿がみた社会保障関係給付にかかる性差別事案も、
こうした文脈のなかで権利保障が展開され きたのであ た。
ZF- F E H )
合衆国憲法は、社会権規定を欠く、比較憲法的にみれば古典的な憲法類型に属するものと位置づけることが
EZEag)
きるが、少なくとも、上記の点において、「福祉国家」にかかる権利保障 漸進的展開は看取することができる。
8 R q )
( g E - O B B
九
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そしてここには、社会・経済的権利にかかる実体的な憲法的保障こそ最高裁判例のとるところとはならなかったものの、時の経過を経て、先例からも推論しつつ、事案ごとに憲法判断を行うことを通じて形成される過程によって、動態的に、しかし漸進的に、「福祉国家」の憲法 意味が追究されていく過程が、示唆されているように思われる。
( 2 )  
統治構造をめぐる動態
一方、州と連邦の関係については、第 
節でみたように、この問題は、そもそも合衆国憲法上「福祉国家」が
成立しうるか、という聞いと深くかかわるものであった。一九三七年の判決によって社会保障法の合憲性は確認されたが、以後、連邦議会が憲法上 支出権限を根拠 「福祉国家」的施策を実施しうることを前提に、これにかかる州への補助金支出の場面で、どのような条件づけが許容されるか、という点へと問題の重心は移りつつある(第
E
節
1参照)。そこでは、①一般的福祉(問
82
巳ヨ巳片山
5 )
の促進、②条件づけの明確性、③条件づけと連
邦の利益との合理的関連性、そして④憲法上の禁止の いこと、といった要件を前提に、連邦議会の判断が広く尊重される傾向がみられる。
I
もっとも、学説では、支出権限に基づくプログラムが、何らかの活動の促進ではなく「強制 
( 8 2
巳 
ロ)」にい
たるときは、その種の行為は支出権限によって根拠づけることはできず、規制権限として正当化されなければならない、 指摘し、支出権限による補助金支出にも一定 限界がありうることが指摘されている。また 本稿でふれた障害者教育施策に関する事例で示された、州 対する条件づけ 「明確な告知(己
σ R g t B )
」の要請は、
州に対する負担賦課に際 て、根拠法の規定 明確性を要求することで、州に対する不当な負荷を回避する意味を持つものということができ、この点で、連邦議会の権限行使もまったく制約のないものでは ことが示唆さ
o
87 
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( ∞ ∞ )
れる。こうして、「福祉国家」 
の動態は、なお憲法構造による拘束に服すべきことが説かれる。
「:・法が生きたものである以上、それが不断の推移を経験することは、いうまでもないことである
0
・:その形
式的固定性にも係らず、憲法は、それが生きた法である限りに於て、その実質は絶えず変化する」。「福祉国家」の形成に際し、合衆国憲法の統治構造にもたらされたのは、まさにこの意味での「変化」であって、これをどのように評価するかが、学説の分岐点でもあった(第百節参照)。しかしながら、こ は、憲法構造からまったく自由ではありえない。サンスティンのいうように、「福祉国家」が、「構成的コミットメント」としてある程度合衆国市民 受容されているとすれば、
アメリカは、「福祉国家」
の展開ないし動態を真撃に受けとめな
がら、しかし憲法構造との交錯を不断に意識し、これを統制ないし欝導しようとする法理を模索する営為を続けてきた、と評することができ 。「福祉 家」的施策と連邦|州関係をめぐる動きは、そ 一端を伝え ものとい え よ 、 っ 。  
4 

アメリカの経験と、
日本への示唆
以上はアメリカの動向のごく一部を垣間みたものであって、なお論ずべき点も多く、また、そもそも日本憲法
の解釈は、「日本園の法としての意味を明にすること」にある であっ旬 安易にかの地の経験をわが国 参照することに 慎重でなければならない。しかしながら、こ まで 検討から ここでは、 しあたり 次の点に言及しておきたい。
( 1 )  
「福祉国家」の動態と憲法構造への視点
ま ず 、
日本国憲法は、社会権条項を擁し、「福祉国家」の形成・展開が当初からビルト・インされたものとい
88 
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うことができ、この点で、「福祉国家」の正当性を、真撃に問う必要がなかったともいえる。しかしながら、メリカの経験は、「福祉国家」の動態と憲法 相克について、わが国においても、より自覚的であるべきことを示唆するように思われる。近時、学説でも、「福祉国家」の正当性を再考する立場が有力に説かれつつある料、「福祉国家」の展開と憲法構造との関わりについては、その動態と緊張関係をめぐって、より自覚的な議論が深化さるべきであろう。いわゆる人格的自律権論は、「積極国家」化する現代国家において、確固 る法主体を構築しようとの意図に出たものと評しうる この文脈でも理解しうるように思われる。そして 「福祉国家」の展開が憲法構造との関わりで常に問題とならざるを得なかったアメリカの経験は、 が国におい も、「福祉国家」が、直裁にそれ かか る社会権条項のみならず、憲法構造全体との連関において把握・検討されるべきことを示唆するものといえる。例えば、社会保険制度の創設にあたり、社会保険料賦課にどのよ 憲法的統制を及ぼすかについては、租税法律主義(憲法八四条)と 関係 視野に入れる必要があ (最大判平一八・三・一
O
民集六  
巻二号五八七頁参照)。また、公的扶助等の社会福祉にかかるサービス実施や財政責任を国|地方間でど
のように分担すべきかといった問 は、「地方自治の本旨」(憲法九二条)の内実の一として「地方統治権」が強調される今日、その憲法的枠組みが わ よう。さらに、社会福祉サービス提供に民間事業者 参入等を考慮する場合、公金支出等の統制のあり方 、憲法八九条後段との関連で問題にす 余地がある。
( 2 )
漸進的権利保障と社会権条項
次に、社会権条項の解釈についても、アメリカの経験は一つの方向を示すように思われる。社会権規定のうち、
給付を伴うものについては、憲法上「抽象的権利」と解されることが多 が、そもそも「抽象的権利」とは、その権利内容が憲法上一義的に確定しがたいとしても、法律等 実践・蓄積 よって具体的内容が形成され それ
ア
89 
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立 がやがて憲法上の保護に値する内実を備えたものとして権利保障の射程に入る、という過程を伴うのであって、この点で、「 権利を動態的に捉えようとする傾向」のあることが指摘される。合衆国憲法上、福祉受給権等にかかる権利保障のあり方は、いわば漸進的な展開をみせ いたが、こうした権利保障観は、一方で 「福祉国家」的施策を構築する政治部門の判断を一定の範囲で尊重しつつ、しかし事案や法令に応じて、個別具体的に憲法上の権利保障 図るアプローチを可能とする点で、いわば政治部門との対話 
。望。)の回路を拓きつ
EE
つ、その裁量統制を意図するものでもあっ的。実体的権利条項の存否という大きな違いはあるにせよ、その解釈姿勢は 「抽象的権利」とされ 社会権条項の解釈にも、有益な視座を与えるように思われる。
むすびにかえて
以上、本稿では、
アメリカ合衆国憲法における「福祉国家」の展開と憲法との相互作用について、連邦最高裁
判例等を軸に概観した。「福祉国家」 側面 所得再分配に積極的な役割を担う国家現象 把握す とき、そには、本稿でとりあげたもの以外 も様々な論点があり ここ はその多くを扱うことができなかった。
- E 8 8
g B )
( o E
母
B g
け)をめぐって構築されている。自動車販売業者はそのフ
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憲法と「福祉国家」 の形成
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があるが(笹沼弘志「生存と自由」法学セミナー六四二号〔二 
八年〕五六頁、五九頁)、筆者は、公的扶助制度を含む社
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(追記)未熟な筆者に様々にご指導・ご鞭捷くださった岩間昭道先生の益々のご活躍とご健康を衷心より祈念して、この拙稿を捧げ、摺筆させていただきたい。
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